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離婚・別居後の親子の面会交流に関する法整備と支援を求める意見書

 我が国では、別居や離婚をする夫婦が増加しており、平成21年人口動態統計によると毎年
約25万３千組の夫婦が離婚し、そのうち約14万６千組には未成年の子がいる。 
 それに伴い、現行の親権制度の中で、離婚時における子どもの奪い合いや、同居親が子と

別居親の面会交流を拒み、別居親との交流が絶たれるという事例が多く見られるようになっ

た。子どもとの面会交流を求めて、全国の家庭裁判所に審判や調停を申し立てる件数は

年々増加している。 
 今回の民法改正で同法第766条に協議離婚する時に定める必要な事項として「子との面会
及びその他の交流」が明文化されたが、親子の面会交流を実現させる具体的な規定はなく、

強制力もない。調停での約束や審判結果に従わない同居親が後を絶たない現状において、

面会交流を担保することは難しい。 
 一方で、離婚等により虐待から逃れることができたケースもあるため、それを考慮した上

で、子どもの発育に不可欠な親子の面会交流が担保されるよう環境を整えるべきである。 
 また、同条に新たに規定された「子の利益を最も優先して考慮しなければならない」との趣

旨を踏まえ、面会交流の支援環境の整備や専門スタッフの育成等を行うことが必要である。 
 よって、国においては、離婚・別居後の親子の面会交流を担保するための法整備や支援に

ついて、速やかに具体的な検討を進め、適切な措置を講じられるよう強く求める。 
 以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 

  平成２３年７月８日                    
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警察官の増員を求める意見書

 本県では、犯罪や交通事故の増加に歯止めをかけ、県内治安の回復を着実なものとして

いくため、警察官や非常勤職員である交番相談員等を増員し、パトロールや取締りの強化な

どに努めてきたほか、関係機関の協働による事件・事故の抑止対策を推進している。 
 特に、全国最多を誇る地域自主防犯団体に対する積極的な支援や、若い世代の自主防犯

活動への参加促進を図るなど、自主防犯活動団体の一層の活性化を促進している。 
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